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第１章 計画の基本事項 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

近年、少子高齢化や核家族化の進行、住民同士の結びつきの希薄化等に伴い、かつて

は家庭や地域のつながりの中で対応してきたことも今ではそれも困難になり、老老介護

（＊）、認認介護（＊）、ひきこもり（＊）等が社会問題として顕在化してきました。ま

た、制度や分野の狭間で支援の届きにくい８０５０問題（＊）をはじめ、ダブルケア（＊）、

ヤングケアラー（＊）等、本人や家庭で複数の課題が重なり、従来の縦割りの公的支援

のしくみでは対応しきれないケースも増えてきました。 

政府は、平成２８年６月に閣議決定した「ニッポン一億総活躍プラン」の中で、人口

減少と少子高齢化が同時進行するわが国の将来を見据え、制度・分野毎の「縦割り」や

「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域の多様な主体が参画し、人と人、人と

資源が世代や分野を超えつながり、地域をともにつくる「地域共生社会（＊）」という

方向性を打ち出しました。 

こうした社会動向を受けて、千代田区（以下「本区」という。）は、平成２９年３月

に「千代田区地域福祉計画２０１６」をはじめて策定し、誰もが地域で暮らし続けるこ

とのできる区独自の地域共生社会の実現に取り組んでいます。 

この間、社会福祉法等が改正され、地域福祉計画が高齢者、障害者、児童・保健・医

療等の保健福祉分野の「上位計画」に位置付けられ、さらに保健福祉分野毎に構築され

た包括的支援体制を地域全体で円滑に機能させる重層的支援体制整備事業が創設され

ました。 

今年度、「千代田区地域福祉計画2016」の策定から概ね５年が経過したことを踏まえ、

法改正に基づく地域全体の包括的支援体制の強化の方向性と、区民、地域団体（専門職、

関係機関を含む）、行政が互いに協力・連携して地域福祉を推進するこれからの具体的

な取組を示す新たな方針として「千代田区地域福祉計画２０２２」（以下「本計画」と

いう。）を策定します。 

同時に、地域福祉の基盤となる一人ひとりの権利を守る地域社会に向けて「千代田区

成年後見制度利用促進基本計画」を新たに策定し、本計画の中に位置付けます。 
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２ 計画の位置付け 

 

（１）法律上の位置付け 

本計画は、社会福祉法第１０７条に規定される「市町村地域福祉計画」として位置付

けます。 

また、平成２８年施行の成年後見制度の利用の促進に関する法律第１４条の「当該市

町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」

を包含します。 

 

（２）区の関連計画との関係 

本計画は、「ちよだみらいプロジェクト（千代田区第３次基本計画 2015）」に基づく個

別計画の一つであり、保健福祉分野の各計画の「上位計画」として区独自の地域福祉を

推進するための基本指針です。 

また、本計画は千代田区社会福祉協議会（以下「社協」という。）が策定する「地域

福祉活動計画（は・あ・とプラン）」の指針となり、相互に補完・連携するものです。 

 

図表 計画の位置付け 
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●地域福祉とは 

「地域福祉」とは、地域住民や様々な関係者が協力し、みんなで暮らしやす

い地域をつくる活動全般のことです。 

例えば、隣近所の人に挨拶することや、子どもの安全を地域で見守ることも

地域福祉の活動になります。 

地域福祉は、住民自身（自助）、地域での相互の支え合い（共助）、公的な制

度（公助）が互いに補い合い、それぞれの役割を果たしていくことが期待され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●権利擁護支援とは 

誰もが当然に、一人ひとりがかけがえのない人として地域で暮らし続ける

権利を持っています。地域で暮らす多様な人々の中には、「自ら相談やＳＯＳ

を上げられない人」「必要な支援に自分だけでつながることが難しい人」「自

分ひとりで判断することが難しい人」等、手助けをする必要とする方がたく

さんいます。 

様々な課題を抱える中でも、区民が誰ひとり取り残しや置き去りになるこ

となく、一人ひとりの自己選択・自己決定を尊重し、地域の中でその人らし

く暮らし続けるよう支援することを「権利擁護支援」といいます。 

地域福祉を推進していくためにも、日頃から身近な地域でつながりをつくり、

権利擁護支援を必要とする人々の存在にいち早く気づき、地域住民と多機関が

連携しながら支援できるしくみの構築をめざします。 
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●成年後見制度推進機関（ちよだ成年後見センター）の取組 

介護保険制度創設と同時に成年後見制度がスタートしました。制度を必要と

する人の数に比べ、制度の利用状況が十分でないことから、平成１９年度より

千代田区では、ちよだ成年後見センターを成年後見制度推進機関とし、制度の

利用促進に取り組んでいます。成年後見制度は、判断能力に不安のある方のた

めの権利擁護支援の一つです。 

本計画では、平成２８年に施行された「成年後見制度の利用の促進に関する

法律」に基づき、区における施策を「千代田区成年後見制度利用促進基本計画」

として定めます。権利擁護支援を必要とする区民が、自己選択や自己決定が尊

重され、適切な支援が受けられるよう体制の整備を進めていきます。また、成

年後見制度をはじめとした権利擁護支援の運用、改善に取り組みます。 

●安心して暮らすための権利擁護支援のしくみ 

１）成年後見制度 

認知症や知的障害、精神障害等によって物事の判断をする能力が十分ではな

い方について、本人の権利を守る援助者を選ぶことで、本人を法律的に支援す

る制度です。 

判断能力が衰える前に公証役場での契約で決めるしくみ「任意後見制度」、衰え

てから家庭裁判所で後見人等を選任するしくみ「法定後見制度」があります。 

２）福祉サービス利用支援事業 

地域で暮らす中で、福祉サービスを利用したいけれど、書類の確認や手続き

の仕方に不安がある方、生活費の払い出しや、福祉サービスや公共料金の支払

い等に自信がない方等を対象に、本人とちよだ成年後見センター（社会福祉協

議会）との契約により支援をする事業です。 

 

 

 

●千代田区成年後見制度利用促進基本計画とは？ 

 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、区における施策を

計画に定め、成年後見制度とその運用の改善に取り組みます。 

 本計画では、「施策３ 権利擁護支援の体制整備」の項目が計画に該当し

ます。 
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３ 計画の運用 

 

本計画は、関連法の改正と保健福祉分野の各個別計画の更新に機動的に対応するため

に計画期間を設定しません。 

ただし、関連計画が３年毎に改定されることや今後の人口動向・社会経済動向をかん

がみ、概ね５年ないし６年毎に見直します。 

 

図表 主な関連計画の計画期間 

計画名 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 改定 

時期 
2022 2023 2024 2025 2026 

ちよだみらいプロジェクト 

（千代田区第３次基本計画 2015） 

 

  
次期 

計画 

 

１０年毎 

改定 

地域福祉計画 2022 

（成年後見制度利用促進基本計画

を含む） 

 

   
 

５～６年毎 

に改定 

進行管理 進行管理 進行管理 進行管理 進行管理 

健康千代田２１ 
平成２９～ 

令和４年度 
次期 

計画 
  

 

６年毎 

改定 

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 
 

 

次期 

計画   
３年毎 

改定 

子ども・子育て支援事業計画  

 

 
次期 

計画  
５年毎 

改定 

障害者福祉計画 

障害福祉計画 

障害児福祉計画 

 

 

次期 

計画 
 

 

３年毎 

改定 

千代田区地域福祉活動計画 

（は・あ・とプラン） ※ 
 

 

   
５年毎 

改定 

※社会福祉協議会が策定する地域福祉の推進を目的とした民間の活動・行動計画 
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４ 計画とＳＤＧｓとの関係 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標 エスディージーズ）は、平成２７年９月に国連で採

択された令和１２年（２０３０年）までに先進国を含む国際社会全体で達成をめざす１

７の国際目標です。 

国は平成２８年に「ＳＤＧｓ実施指針」を定め、地方自治体の各種計画等への最大限

の反映を奨励しています。 

本計画は、ＳＤＧｓ理念である「誰一人取り残さない」社会を念頭に置き、施策を推

進します。 

図表 ＳＤＧｓ１７の目標（ゴール）（国際目標） 

アイコン ゴールの名称等 アイコン ゴールの名称等 

 

１.貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わ

らせる。 
 

10.人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正する。 

 

２.飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食糧安全保障及び栄養

改善を実現し、持続可能な農業を促進す

る。 
 

11.住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭で持続可能な人間

居住を実現する。 

 

３.すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な

生活を確保し、福祉を促進する。  

12.つくる責任つかう責任 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

４.質の高い教育をみんなに 

すべての人々への包摂的かつ公正な質の

高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進

する。 
 

13.気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するための

緊急対策を講じる。 

 

５.ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及

び女児の能力強化を行う。  

14.海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を

保全し、持続可能な形で利用する。 

 

６.安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と

持続可能な管理を確保する。 

 

15.陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利

用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠

化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・

回復及び生物多様性の損失を阻止する。 

 

７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続

可能な近代的エネルギーへのアクセスを確

保する。  

16.平和と公正をすべての人に 

平和で包摂的な社会を促進し、すべての

人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆ

るレベルにおいて効果的で説明責任のある

包摂的な制度を構築する。 

 

８.働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべ

ての人々の完全かつ生産的な雇用と働き

がいのある人間らしい雇用を促進する。 
 

17.パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活性化

する。 

 

９.産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭なインフラ構築、包摂的かつ持続可能

な産業化の促進及びイノベーションの推進

を図る。 
 

カラーホイール 

１７のゴールそれぞれのカラーを一つの輪

として表現した、ＳＤＧｓを象徴するアイコン 

資料：外務省 
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５ 計画の策定方法 

 

本計画の策定にあたり、「保健福祉関係団体・事業所調査」と「マンションコミュニ

ティに関する調査」の２つのアンケート調査を実施し、関係団体や福祉事業所、マンシ

ョン管理組合から、千代田区の課題や地域福祉を進めるアイデア等をお寄せいただきま

した。また、これまで実施した区民、関係団体等に対するアンケート調査の結果も参考

にしました。 

こうした貴重なご意見をもとに、関係団体や有識者等で構成する「千代田区地域福祉

計画策定委員会」、庁内検討会及び作業部会において計画内容を検討しました。 

 

図表 計画の策定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千代田区 

地域福祉計画策定委員会 

千代田区長 

提案 

事務局 

（福祉総務課） 

連携 庁内検討会 

↑ 
【作業部会（３部会）】 

・相談支援の連携部会 

・地域づくりに向けた支援部会 

・権利擁護部会 

保健福祉関係団体・事業所調査 

マンションコミュニティに関する調査

提案 委嘱 
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◇保健福祉関係団体・事業所調査 実施概要 

項目 概要 

目的 
地域福祉の現状や課題、各種機関との連携、制度上解決できない課題についての意

見・提案 

方法 アンケート票の配付・回収（郵送、ウェブ（Ｗｅｂ）回答の併用）  

対象 保健福祉関係団体、福祉事業所、そのほか 

実施時期 令和３年８月１０日～８月２５日 

配付数・回答数 配付：２０４件   回答（回答率）：１０９件（５３.４％） 

 

◇マンションコミュニティに関する調査 実施概要 

項目 概要 

目的 
マンションコミュニティで感じる課題、マンションコミュニティの活性化についての意見・提

案 

方法 アンケート票の配付・回収（郵送、ウェブ（Ｗｅｂ）回答の併用）  

対象 マンション管理組合 

実施時期 令和３年８月１０日～８月２５日 

配付数・回答数 配付：２２４件   回答（回答率）：３０件（１３.４％） 
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６ 計画の進行管理 

 

本計画は、ＰＤＣＡサイクルマネジメントに沿って施策の点検・評価を定期的に実施

し、施策の継続的な改善を図ります。 

 

図表 ＰＤＣＡサイクルマネジメント 

 

ＰＤＣＡサイクル 

施策や事務事業の企画・立案、実施、評価、見直し（Plan-Do-Check-Action）

のサイクルを継続して行うことにより、施策や事務事業を見直し、その結果を

実施方法の改善や予算へ反映させる手法をいう。 

資料：千代田区参画・協働ガイドライン（平成２６年４月策定） 
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７ 計画の背景 

 

（１）社会福祉法等の改正 

国では、「地域共生社会」をめざして、社会福祉法等の改正が行われました。 

 

◇平成 29 年（2017 年）６月（平成 30 年４月１日施行） 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」 

①区市町村の任意とされていた地域福祉計画の策定が努力義務とされ、各個別計画の上

位計画として位置付けられた。 

②地域福祉計画に盛り込むべき事項として「包括的な支援体制の整備に関する事項」が示

された。 

◇令和２年（2020 年）６月（令和３年４月１日施行） 

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」 

本人・世帯が有する複合的な課題を包括的に受け止め、継続的な伴走支援を行いつつ、適切

に支援していくため、区市町村による包括的な支援体制の構築に向けて、重層的支援体制整備

事業（断らない相談支援、社会とのつながりや参加の支援、地域づくりに向けた支援を一体的に

行うもの）を実施することができる旨が示された。（※次ページを参照） 

 

このほか、子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２６年１月施行）、生活困窮

者自立支援法（平成２７年４月施行）、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成

２８年４月施行）等も改正・施行されています。 

図表 地域共生社会の実現に向けた主な取組 

平成２７年 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジ

ョン」報告書 

全世代・全対象型地域包括支援体制（新しい地

域包括支援体制）が必要と提示 

平成２８年 「再犯の防止等の推進に関する法律」公

布 

再犯の防止等に関する施策に関し基本理念を定

める 

 「ニッポン一億総活躍プラン」閣議決定  「地域共生社会」の実現が明記 

平成２９年 「社会福祉法」一部改正 包括的な支援体制の整備や分野共通で取り組

む項目等が追加 

 地域福祉計画策定ガイドライン  計画策定の留意すべき事項や盛り込む視点等

を明示 

令和元年 「地域共生社会に向けた包括的支援と多

様な参加・協働の推進に関する検討会」

最終とりまとめ 

包括的な支援体制の構築を推進するために市

町村で取り組むべき事業が提案 

令和２年 「地域共生社会の実現のための社会福

祉法等の一部を改正する法律」公布 

重層的支援体制整備事業が創設 
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図表 重層的支援体制整備事業（全体） 

 

重層的支援体制整備事業における各事業の内容は社会福祉法第１０６条の４第２項

に３つの支援を第１～３号に規定し、それを支えるための事業として第４号以降を規定

しています。 

それぞれの事業を個別に行うのではなく、一体的に展開することが重要です。 

包括的相談支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第１号） 

 属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 

 支援機関のネットワークで対応する 

 複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事

業につなぐ 

参加支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第２号） 

 社会とのつながりを作るための支援を行う 

 利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューを

つくる 

 本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う 

地域づくり事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第３号） 

 世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する 

 交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や

人をコーディネートする 

 地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活

性化を図る 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第 4 号） 

 支援が届いていない人に支援を届ける 

 会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談

者を見付ける 

 本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

多機関協働事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第 5 号） 

 市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する 

 重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 

 支援関係機関の役割分担を図る 

資料：厚生労働省 
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（２）本区の地域福祉の主な課題 

 

庁内の３つの作業部会の議論を通して、本区の地域福祉における主な課題を整理しま

した。 

 

 

ア 本区の概況 

 マンション等集合住宅の増加によって子育て世代が流入、年少人口は年々増加。 

 ひとり暮らし高齢者世帯及び高齢者のみの世帯が増加。 

 区民の約９割をマンション居住者が占めている。 

 近年は家族や地域社会のあり方が大きく変化し、従来の「支え合い」のしくみに加

えて、新たな関係性を模索する時代を迎えている。 

 発達障害児の支援ニーズの増加（子どもの関連の施策は子ども部に集約されており、

実態やニーズを把握しにくいことがある）。 

 区民は、福祉に関して公助の意識が強い印象である。 

 

 

 

イ 地域拠点に関すること 

 地域包括支援センターは人口２～３万人に１か所が目安とされる。現在の人口は約

６万７千人のため、３か所目の地域包括支援センター設置の必要性に関する調査検

討が必要となる。 

 地域の相談・地域づくりの拠点施設に関する検討が必要となる。 

 

 

 

ウ 関係機関の連携に関すること 

 包括的支援体制整備に向けた庁内検討体制を検討する必要がある。（庁内連携の会

議体や推進員の配置等） 

 コミュニティソーシャルワーカーの設置に向けた社会福祉協議会との協議、各分野

のコーディネーター相互の役割分担や連携・調整のしくみも検討が必要となる。 

 地域福祉に関するコーディネーター人材の育成プログラム作成が必要となる。（か

がやきプラザ研修センターとの協働） 
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エ 対象者への支援に関すること 

 早期発見・早期対応のしくみづくりが必要となる。 

 マンションに暮らす区民が約９割となり、訪問すると住所地に居住実態がみられな

いケースも少なくない。アウトリーチや早期発見の取組を行いにくい。 

 アウトリーチ型事業を実施する際の訪問ガイドラインの作成が必要となる。（本人

同意のとり方、本人が情報共有や連携を求めないケースの対応のルール等） 

 権利擁護の制度利用につなげる広報の充実が必要となる。 

 「若者支援」の体制の必要性に関する調査検討が必要となる。（児童福祉法と介護

保険法の狭間の存在） 

 

 

 

オ 個人情報の取り扱いに関すること 

 ケースの個人情報を共有するためのフォーマット設定が必要となる。 

 関係機関同士が個人情報を共有するしくみや、日常的な地域での見守りのため、共

有が必要な個人情報の取り扱いルールの検討が必要となる。 

 本人意思の尊重と権利擁護上の課題を抱えている方の支援が必要となる。（介入の

判断について根拠や手続きを明確にし、区としての意思決定をするしくみづくり） 

 

 

 

カ 地域活動、担い手に関すること 

 地域住民が地域活動に参画しやすいアプローチの検討が必要となる。（例 生活の

安全、災害対策等） 

 マンションの管理人やコンシェルジュに対する地域福祉の意識づけが必要となる。 

 区や社協が育成した人材（認知症サポーター、ボランティア等）が地域で活動する

機会の提供や活動への支援が十分ではない。 
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第２章 計画の基本方針 

 

１ 基本理念 

 

地域で暮らす多様な人々が 

お互いを尊重し、つながり、支え合う、 

「地域共生社会」を実現する 

 

 

千代田区は、東京都心に位置し、首都東京の機能を備えた特色のある地域です。立法・

司法・行政の三権が集中するとともに経済と金融の中心地である一方、古くからの伝統

が息づくまちとしても栄えてきました。 

今後、地域福祉を推進していくにあたり、「支える人」と「支えられる人」という意

識を改め、多様な価値観を尊重しながらお互いを思いやる心を大切にし、お互いに関心

を持ちながら地域全体で自助・共助の力を再構築し、日中の活動者も含めて多様な人々

とともにあらゆるニーズに対して支え合う「地域共生社会」の実現をめざします。 

そのため、地域に古くから受け継がれる、さりげない心配りや振る舞いのできる助け

合いの文化を福祉にも生かしながら、区民が主体的に参加するコミュニティ、誰もが生

きがいとやりがいを持つ地域づくり、どのような時も安心して暮らし続けることができ

る重層的支援体制、権利擁護、住環境、防災対策等を、区民・団体・企業・大学等と一

緒に推進します。 
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２ 基本目標 

 

基本理念に掲げる「地域共生社会」を実現するため、以下の基本目標を設定します。 

 

１ 
人にも街にも気軽にふれあえる、 

「ふらっと」な福祉のまちづくり 
区民も学生も働きにきている人も、みんなが地域に集い、さりげなく、自然に助け合

うことができる「ふらっと」なまちにしていきます。 

そのために、気軽に「ふらっと」出かけたくなる地域づくり、新しい福祉拠点の拡充、

多様性を理解する機会の充実、安心できる住環境と災害時に生命と暮らしを守る体制整

備に取り組みます。 

 

２ 
支援を必要とするすべての人を包み込む、 

３６０度まるごと支援体制の構築 

地域で複合的な問題を抱えている区民に対し、公助だけでなく、自助・共助も含めた

様々なアプローチから一人ひとりの暮らしを支える、全方位的な３６０度まるごとケア

システムづくりを進めます。 

そのために、気軽になんでも相談できる体制の強化、地域で支え合う活動の再構築、

すべての人の権利を守る環境の整備、豊富で質の高い福祉サービスの提供と利用の促進

に取り組み、支援を必要とするすべての人が守られ、制度の狭間に落ちることのないよ

う、適切な支援を行います。 

 

３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 

町会や地域活動団体、ＮＰＯ法人、ボランティア等が行う地域福祉活動にひとりでも

多くの人が関心を持ち、誰もが地域で活躍できる、福祉活動の土台をつくります。 

そのために、マンションを含めた共助の新しい関係づくり、大学や企業、学校教育や

生涯学習等の様々な主体や分野と連動した人材育成と地域福祉活動の活性化に取り組

みます。 
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３ 施策体系 
 

基本理念 基本目標 推進施策 

地
域
で
暮
ら
す
多
様
な
人
々
が
お
互
い
を
尊
重
し
、
つ
な
が
り
、
支
え
合
う
、「
地
域
共
生
社
会」
を
実
現
す
る 

基本目標１ 

人にも街にも気軽にふれあえる、 

「ふらっと」な福祉のまちづくり 

施策１ 外出したくなる地域づくり 

施策２ 住まいへの支援 

施策３ 地域の福祉拠点の整備 

施策４ 多様性の尊重 

施策５ 災害時における地域の体制整備 

基本目標２ 

支援を必要とするすべての人を包

み込む、360 度まるごと支援体制

の構築 

施策１ 包括的相談支援体制の整備 

施策２ 地域課題解決のための体制強化 

施策３ 権利擁護支援の体制整備 

     〔成年後見制度利用促進基本計画〕 

施策４ 福祉サービス事業者の活動支援 

基本目標３ 

地域に参加し、活躍する、 

福祉の多様な担い手づくり 

施策１ 区民同士の共助関係の構築と充実 

施策２ 地域福祉活動への参加促進と団体支援 

施策３ 学び合いによる福祉の推進 
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施策番号 区の取組 

１ 
（１）地域の居場所づくりの拡充 

（２）移動支援の充実 

★重層的支援体制整備事業 

 

２ 
（１）住まいへの支援 

（２）支援ネットワークの充実 

３ 
（１）区立施設の機能充実 

（２）多世代交流・多機能型福祉拠点の検討 

★重層的支援体制整備事業 

★重層的支援体制整備事業 

４ 

（１）多文化交流の推進 

（２）ＬＧＢＴｓに関する理解促進 

（３）障害者への意思疎通支援 

５ 

（１）避難行動要支援者対策の強化 

（２）幅広い団体と連携した防災対策の推進 

（３）災害時に備えた連携体制の強化 

１ 

（１）早期発見、アウトリーチ体制の強化 

（２）断らない相談窓口体制の強化 

（３）多機関協働とコーディネーターの強化 

★重層的支援体制整備事業 

★重層的支援体制整備事業 

★重層的支援体制整備事業 

２ 

（１）地域課題に取り組む体制の強化 

（２）小地域福祉ネットワークの推進  

（３）個人情報保護及び共有ルールの整備 

★重層的支援体制整備事業 

★重層的支援体制整備事業 

 

３ 

（１）人権と本人意思の尊重 

（２）虐待防止対策の推進 

（３）権利擁護支援の理解促進と利用支援 

（４）権利擁護ネットワークの推進 

 

４ 
（１）福祉サービス事業運営の支援 

（２）福祉サービスの質の向上 

１ 
（１）見守り活動の充実 

（２）相互援助活動の活性化 

２ 
（１）ボランティア活動の環境整備 

（２）地域、団体等の活動支援 

★重層的支援体制整備事業 

★重層的支援体制整備事業 

３ 
（１）福祉の情報発信 

（２）福祉教育 
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４ 地域包括支援体制の全体像 

〔重層的支援体制整備事業の構築に向けて〕 

現行の体制を生かし、それぞれの取組を円滑に連携する機能を加えた本区独自の重層

的支援体制を整備します。 

 

〔圏域設定の考え方〕  

《圏域の種別と役割》 

 

圏域 主な役割 

区全域 

 多分野・多機関・専門的・広域的なネットワークの整備 

 企業等の参画促進、専門職の育成 

 全般的な施策の実施（啓発、福祉教育、情報等） 

福祉圏域 

（2 圏域） 

※ 

麹町圏域 神田圏域 

 コミュニティソーシャルワーカー等の配置 

 身近な圏域の支援 

身近な圏域 

（6 圏域） 

麹町 

出張所 

富士見 

出張所 

神保町 

出張所 

神田公園 

出張所 

万世橋 

出張所 

和泉橋 

出張所 

 相談窓口、居場所づくり、拠点の設置 

 区民の困りごとの早期発見、アウトリーチ活動 

 町会等、コミュニティ活動の支援 

※一つの福祉圏域は人口２～３万人が目安であるため、今後の行政組織の機能更新の状況をみながら、福祉圏

域のあり方を調査・検討していく。 
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富士見出張所 

麹町出張所 

神保町出張所 

神田公園出張所 

万世橋 

出張所 

和泉橋出張所 

神田地域 

麹町地域 

千代田・皇居外苑 

小圏域 

福祉圏域 
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〔地域包括支援体制の将来像〕 

 

★身近な圏域 

◇地域づくり、コミュニティ活動 

 都心区ならではの豊富に存在する地域資源に着目した地域づくりの支

援体制を強化します。 

 人口増加に伴う地域の変化をとらえた地域のあり方やコミュニティ活動

を地域で話し合う体制を整えます。 

◇交流・居場所づくり 

 地域の中で福祉が特別なものにならないよう、身近な地域で区民、民

生委員・児童委員、町会、マンション等の自治会、商店会、社会福祉協

議会、社会福祉法人、民間企業、ＮＰＯ法人、大学・専門学校等の主体

が協働できる拠点づくりを検討します。 

 

★区全域 

◇多機関協働による包括的な相談支援 

 区がこれまで実践を積み重ねてきた多職種・多機関連携による相談対

応を基盤に、制度の狭間の課題や複合的な課題に対応するしくみを整

えます。 

 早期発見・早期対応ができるよう、関係機関が連携した見守りやアウト

リーチの体制づくりを進めます。 

 

千代田区の取組 

◇コーディネーターによる地域の専門職支援 

 地域で相談支援を行っている専門職が、案件に応じて柔軟にチームを

組んで課題解決にあたれるよう、活動を支援するコーディネーターの設

置を検討します。コーディネーターは解決の助けになる地域資源の発

掘や創出も念頭に活動します。 

 連携の要となるコーディネーターの養成、区職員及び区内の保健福祉

人材の資質向上に取り組みます。 
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図表 コミュニティソーシャルワークと地域づくりのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★身近な圏域 

区民に身近な圏域で、包括的な

相談を行う体制整備 

区民が地域課題を自分ごととしてとらえ、 

課題解決に向けた取組を行う支援 

コミュニティソーシャルワークの機能 

地域資源では解決できない課題・公的な制度で 

支えるべき課題の解決に向けた体制構築 

多機関の協働による包括的支援体制 
課題の共有 
協力体制の構築 

子育てコーディネータ― 
スクールソーシャルワーカー・カウンセラ― 
地域生活コーディネーター 
生活支援コーディネータ― 
社協の地区担当 
ボランティアコーディネーター 等 
専門的な相談・コーディネーターのまとめ役 

★区全域 

支援を必要とするすべての 

区民（個人・家族） 

ボランティア 
町会 

ＮＰＯ 

ご近所 

社会福祉協議会 

マンション 

企業・社員 

PTA 

社会福祉法人 

企業・商店 

民生委員・児童委員 

保護司 

地域づくり、コミュニティ活動 

居場所づくり 
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第３章 推進施策 

 

 

 

 

区民、地域、団体、企業等のみなさまへ 

 

千代田区らしい「地域共生社会」は、行政だけで実現できるもの

ではなく、地域で生活・活動している区民、団体、企業、大学、関係

機関等の協力と主体的な活動によって実現するものです。 

 

本章は、基本理念の実現に向け、基本施策毎に 

「個人、地域、団体、企業等にできること」を掲載しています。 

 

一緒に、『地域で暮らす多様な人々がお互いを尊重し、 

つながり、支え合う、「地域共生社会」』を実現してまいりましょう。 

 

 

 

 

本計画は、各施策の取組の中から 

これから重点的に推進する事業を掲載します 
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基本目標１ 人にも街にも気軽にふれあえる、 

「ふらっと」な福祉のまちづくり 
 

 

 

施策１ 外出したくなる地域づくり 
 

 

〔取組の方向性〕 

区民の価値観が多様化する中で、地域社会において、心の豊かさや生きがいの充足の

機会がより求められるようになっています。 

障害や加齢等により外出する意欲が低下すると閉じこもりがちになり、外部との交流

の減少につながります。外出したくなるような生きがいづくりや、安心して外出できる

安全でフラットなまち並みを整備することが求められます。 

今後も、地域で多様な人々とふれあう場や外出機会を創出するとともに、気軽に、安

心して外出できるよう、道路や交通機関、公共施設等のバリアフリー化等、ウォーカブ

ルなまちづくりを推進します。 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 点字ブロック上に自転車等の障害物を置かないようにする等、誰もが外出しやすい

地域となるように、できることから意識して取り組みましょう。（個人） 

○ 区や社会福祉協議会が実施する講座や講習会等に積極的に参加し、外出を楽しみま

しょう。（個人） 

○ 地域のイベント等、ご近所同士お互いに誘い合って参加しましょう。（地域、団体、

企業等） 
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施策１ 外出したくなる地域づくり 

（１）地域の居場所づくりの拡充 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

平成２８年１月、高齢者活動センター（かがやきプラザ内）を開設し、令和元年度

まで毎年度延べ６０,０００人以上（※）が利用し、各種講座や同好会主催による各種

発表会や大会等が開催されています。令和２年度からは運動指導員を常時配置し、フ

レイル予防の取組も支援しています。 

※新型コロナウイルス感染症の影響が大きい令和２年度を除く。 

社協では、高齢者対象で社協職員が常駐する「はあとサロン」、住民運営型のふれあ

いサロン等の運営方法を工夫し、コロナ禍においても活動の幅を広げるとともに、令

和３年４月には社会福祉協議会アキバ分室を開設しました。アキバ分室では、全世代

を対象とした「アキバみんなのサロン」やコロナ禍においてニーズが高まった未就学

対象の子育てサロン「アキバ子育て広場」等、秋葉原地域の拠点として積極的に地域

づくりに取り組んでいます。 

さらに、区や社協が中心となった取組に加え、地域共生社会づくりを念頭に、区内

の重要な地域資源である企業や大学と連携した取組も進めています。 

主な課題は次の通りです。 

 高齢者活動センターは、区内では比較的距離が遠い神田地区（特に万世橋地区、和

泉橋地区）からの利用者が少ない傾向にあります。 

 社会福祉協議会が運営、支援しているサロン事業を、地域課題を知るきっかけとし、

ボランティアとの交流、サロンの立ち上げや活動継続を支援する取組が求められて

います。 

 子育て世代の地域参加のニーズが高まっており、住民運営型の子育てサロンの設置

に加え、高齢者を対象としている「はあとサロン」の対象拡大を検討する必要があ

ります。 

 麹町・富士見地区での未就学対象の子育てサロンの充実が望まれています。 
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〔重点事業〕 

①高齢者活動センター（かがやきプラザ） 

高齢者の仲間づくり、生きがいづくり、健康づくりの支援を充実させ、元気と楽しみ

を提供できるよう、かがやき大学等のプログラムの充実、生きがいにつながる高齢者の

活動の支援に取り組みます。 

所管：在宅支援課 

 

②サロン活動の拠点の充実 

安心安全に利用できる居場所を地域で提供するとともに、区民が地域活動に参加す

るきっかけづくりとして、自主運営のサロン立ち上げを支援しています。 

多世代が参加できるサロン、未就学の子育て世代を対象とするサロンの充実に取り組

みます。 

所管：千代田区社会福祉協議会 

 

③子育てひろば事業の実施 

各児童館では、０歳児～２歳児を中心とした乳幼児親子が集い、仲間と出会い、子育

てを楽しめる居場所「子育てひろば」事業を実施しています。 

「子育てひろば」は地域の子育てを支援する基盤として、親子で楽しめるプログラム

や行事を実施するほか、子育て中の保護者が育児仲間を作り、情報交換できる場づくり

や子育てに関する相談を実施します。 

所管：児童家庭支援センター 
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施策１ 外出したくなる地域づくり 

（２）移動支援の充実 

 

〔現状と課題〕 

高齢者、障害者及び子育て世代をはじめとする区民の地域交通手段を確保し、地

域福祉を推進するため、地域福祉交通「風ぐるま」を運行しています。 

平成 28 年 1 月から令和元年度までの利用者数は毎年増加しており（対前年比３～１

２％増）、社会参加や健康増進等、生活満足度の向上に寄与しています。 

このほか、障害者を対象に自動車やタクシーを利用する際の各種費用助成を行って

います。 

主な課題は次の通りです。 

 交通網が充実している千代田区ですが、階段を利用する上下の移動が難しい方に

とって、地域福祉交通「風ぐるま」は重要な移動手段となっています。利用者から

は、ルート設定や運行の拡充、事業と連携した運行等、利便性向上を求める声が

寄せられています。 

 誰もが外出したくなる地域づくりの視点から、道路や公園等の都市施設や公共性

の高い民間施設のバリアフリー化、憩いの場の計画的な整備、医療的ケア児の移

動支援等を関係機関と連携して取り組むことも必要です。 

 

〔重点事業〕 

①地域福祉交通「風ぐるま」の運行 

高齢者、障害者及び子育て世代をはじめとする区民の地域での交通手段として、区内

公共施設を中心にめぐる地域福祉交通「風ぐるま」を運行しています。 

今後、運行ルートの改善、運行本数の拡充、シルバーカーやベビーカーでの利用しや

すさ等を検討します。 

所管：福祉総務課 
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施策２ 住まいへの支援 
 

 

〔取組の方向性〕 

加齢や障害、病気等により心身や家庭の状況に変化があっても、住み慣れた地域で生

活できるよう、相談支援をしていくことが必要です。 

心身や家庭の状況、生活スタイル等に応じ、住みやすい住宅で安心して暮らせるよう、

高齢者・障害者・ひとり親向け住宅の適切な供給を図ります。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 心身の状況等で、住宅のバリアフリー化や公共の住宅や施設への入居を希望する時

は、区や関係機関に相談しましょう。（個人） 

○ 地域の高齢者等を訪問した際、住まいについての相談を受けたときは、必要に応じ

て区や関係機関等の相談窓口を紹介しましょう。（地域、団体、企業等） 
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施策２ 住まいへの支援 

（１）住まいへの支援 

 

〔現状と課題〕 

高齢者が安全・安心に生活できるよう配慮された高齢者住宅（令和２年度末現在 ４

施設７３戸）や高齢者向け優良賃貸住宅（令和２年度末現在 ８棟１４４戸）を供給す

るとともに、住宅確保が困難な世帯に対しては、民間賃貸住宅への入居を支援していま

す。 

また、著しい所得の減少や立ち退き等により転居を余儀なくされた世帯、緊急に代替

えとなる住宅が必要な世帯に対する費用助成を行っています。 

主な課題は次の通りです。 

 住み慣れた地域で安心して生活したいと願う高齢者・障害者の方が各種在宅支援サ

ービスを適切に利用できるよう、区民だけでなくその支援者に向けても広く周知し、

利用を促進していく必要があります。 

 

〔重点事業〕 

①高齢者住宅の確保と管理 

バリアフリー化され、緊急時対応や安否確認等のサービスが提供される民間の高齢

者向け優良賃貸住宅の空室等の情報提供と、入居者の所得に応じた家賃減額助成を実

施します。 

既存の住宅では高齢者が安心して暮らせるよう、バリアフリー化、緊急時の対応、

生活協力員を配置した高齢者住宅の維持管理を継続します。 

所管：住宅課 

 

②居住安定支援家賃助成 

著しい所得の減少や立ち退き等で転居を余儀なくされた世帯を対象に、家賃や転居

一時金等を助成しています。 

今後、助成期間（５年間）終了後の居住の安定に向けて、関係部署との連携を図りま

す。 

所管：住宅課 
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施策２ 住まいへの支援 

（２）支援ネットワークの充実 

 

〔現状と課題〕 

高齢者、障害者、低所得者等、住宅の確保において、特に配慮を必要とする住宅確保

要配慮者対策を検討するため、居住支援協議会を平成２８年度に設置しています。 

該当物件数に限りがある等の課題がありますが、住まいに関する相談において適切に

対応できるよう、連携のしくみづくりを進めています。 

主な課題は次の通りです。 

 住宅確保に関する相談について居住支援の制度を周知するともに、関係部署及び関

係機関の連携ネットワークでの支援体制を構築する必要があります。 

 

〔重点事業〕 

①居住支援協議会の運営 

住宅確保要配慮者と民間賃貸住宅の賃貸人双方に対する支援策を検討する「居住支援

協議会」を設置しています。 

今後、区の地域特性を踏まえた事業計画を検討し、地域ネットワークの連携のもとで

支援します。 

所管：福祉総務課 
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施策３ 地域の福祉拠点の整備 
 

 

〔取組の方向性〕 

地域福祉を推進する観点から、機能を分化した対象別の施設だけでなく、高齢者や障

害者、子ども等を対象に、居場所の提供、相談、見守り、通所サービス等の支援を柔軟

に組み合わせて提供する「多世代交流・多機能型福祉拠点」機能について検討します。 

また、病気や障害の有無に関わらず、多様な世代の人々が集い、交流できる多世代交

流・多機能型福祉拠点の整備を検討します。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 区民一人ひとりが地域に必要な機能について考え、地域づくりに参加しましょう。

（個人、地域、団体、企業等） 
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施策３ 地域の福祉拠点の整備 

（１）区立施設の機能充実 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

区内には、地域の方が利用できる施設が各地区にあります。地域に身近な出張所・区

民館、社会教育・社会体育施設のほか、社会福祉施設も区民の交流の場を提供していま

す。子育て世代に向けては、児童センター・児童館が６か所、子育てひろば「あい・ぽ

ーと」麹町が交流の場を提供しています。   

また、秋葉原地区でより身近な相談・活動拠点となるべく、令和３年４月、万世橋出

張所・区民館内に、社会福祉協議会分室を「アキバ分室」として開設しました。ここで

は福祉に関する総合相談やボランティア活動の支援を行い、必要に応じて訪問もしてい

ます。 

主な課題は次の通りです。 

 参加者同士の関係性を深め、主体的な参加につなげる、継続的な交流の場が必要で

す。 

 区内企業や学校、ＮＰＯ・ＮＧＯ等と協力したプログラムの展開や、多様な世代が

集まりたいと感じる魅力ある福祉拠点づくりを進める必要があります。 

 拠点機能を生かした地域の生活課題や困りごとの早期発見、新型コロナウイルス

感染症の影響等で思うように活動できない町会等の活動の支援等の取組が求めら

れています。 

 

〔重点事業〕 

①社会福祉協議会「アキバ分室」の活動充実 

社会福祉協議会の分室として、より身近な地域での福祉相談支援の窓口、多世代の

つながりづくりとしての役割を担うとともに、神田地区を中心に日常生活の課題を把

握するため、積極的なアウトリーチを実施します。 

所管：千代田区社会福祉協議会 
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施策３ 地域の福祉拠点の整備 

（２）多世代交流・多機能型福祉拠点の検討  ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

高齢者総合サポートセンター（かがやきプラザ）の「ちよだで多世代交流Ｃｉａｏ！

（ちゃお）」では、コンサート、季節のイベント、多世代交流食堂「かがやキッチン」

等、多様な世代の交流を図る事業を実施し、毎年度約２,０００名（※）が参加していま

す。 

※新型コロナウイルス感染症の影響が大きい令和２年度を除く。 

主な課題は次の通りです。 

 地域の福祉拠点として地域に幅広く知ってもらう周知が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①拠点施設の整備検討 

障害者支援施設、高齢者施設、地域交流スペースの共用施設となる「（仮称）神田錦

町三丁目福祉施設」の整備を進めます。 

所管：高齢介護課、障害者福祉課 

 

②出張所と連携した地域福祉活動の検討 

千代田区において地域の身近な存在である出張所と連携して、町会を中心に企業や大

学との連携も視野に入れた地域活動拠点の整備・展開等を検討します。 

所管：出張所、福祉総務課 
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施策４ 多様性の尊重 
 

 

〔取組の方向性〕 

地域には様々な人が生活をしています。年齢、性別、国籍、障害の有無等に関わらず

一人ひとりの個性が尊重され、自分らしく暮らすことができる地域づくりを進める上

で、外国人やＬＧＢＴｓ（性的マイノリティー ＊）等、多様な生き方を理解する必要

があります。 

多様性が調和するまちづくりに向けて、大使館との連携と国際交流・協力ボランティ

アバンクの継続、ＬＧＢＴｓをはじめとする多様な背景を持つ人への配慮や理解促進に

取り組みます。 

また、障害者への配慮をさらに進めるとともに、区や関係機関等の職員がこれらの

人々と円滑な意思疎通を図ることができるようにします。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 区や社会福祉協議会が実施する障害への理解や共生意識、人権意識を高める事業や

様々な講座や講習会等に積極的に参加し、理解を深めましょう。（個人） 

○ 手話や外国語・やさしい日本語を勉強し、多様な人々と意思疎通を図りましょう。

（個人） 

○ 街で困っている人を見かけたら、声を掛け、手助けしましょう。（個人） 

○ 地域、ボランティア団体、関係団体等多くの人がつながりを持ちましょう。（地域、

団体、企業等） 
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施策４ 多様性の尊重 

（１）多文化交流の推進 

 

〔現状と課題〕 

本区には様々な国の外国人住民が暮らしており、区内には１７か国の大使館・外国公

館があります（令和３年４月現在）。平成２８年度より国際交流イベントの実施、平成

３０年度より大使館等連絡会議を開催しています。 

また、平成３０年度よりボランティア養成講座を実施しており、国際交流・協力ボラ

ンティアバンクの新規登録者が増えています。 

主な課題は次の通りです。 

 日本人と外国人がお互いの文化の理解を深めるため交流の場が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①大使館等との連携 

区内所在の大使館・外国公館と連携して、定期的に国際交流イベントを実施する等、

外国人と日本人の交流を促進します。 

所管：国際平和・男女平等人権課 

 

②国際交流・協力ボランティアバンク 

区国際交流・協力ボランティア養成講座を継続し、ボランティアの活動・交流を促進

します。 

所管：国際平和・男女平等人権課 

 



基本目標１ 人にも街にも気軽にふれあえる、「ふらっと」な福祉のまちづくり 

35 

施策４ 多様性の尊重 

（２）ＬＧＢＴｓに関する理解促進 

 

〔現状と課題〕 

男女共同参画センターＭＩＷ（ミュウ）ではＬＧＢＴｓ相談を行っています（令和元

年度は月１回、令和２年度から月２回）。 

令和元年度に「ＬＧＢＴｓへの対応に関する職員ハンドブック」を作成し、区の各課

や区立学校へ配付し、理解促進に努めています。また、令和２年度より当事者とアライ

（支援者）の交流のための居場所づくりの一環として「ほのぼのスポットＲａｉｎｂｏ

ｗ」を実施しています。 

主な課題は次の通りです。 

 ＬＧＢＴｓへの理解促進とともに、具体的な施策等の検討が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①ＬＧＢＴｓ相談 

男女共同参画センターＭＩＷ（ミュウ）においてＬＧＢＴｓに関する相談や居場所づ

くりを継続して行います。 

所管：国際平和・男女平等人権課 

 

②パートナーシップ制度・ファミリーシップ制度の導入の検討 

同性カップルに対して、二人が婚姻に相当する関係であることを認める「パートナー

シップ制度」、同性カップルが育てている子どもも家族として証明する「ファミリーシ

ップ制度」の導入に向けた検討を行います。 

所管：国際平和・男女平等人権課 
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施策４ 多様性の尊重 

（３）障害者への意思疎通支援 

 

〔現状と課題〕 

障害者への合理的配慮として、筆談器の区立施設窓口への配備、総合窓口課と障害者

福祉センター「えみふる」でタブレット端末を活用した遠隔手話サービスによる連携等

実施しています。平成２８年度には「千代田区障害者の意思疎通に関する条例」を制定

し、わかりやすい情報提供に努めるとともに、障害等のある方とそのほかの方との意思

疎通を支援するため、区主催イベント等への手話通訳者の派遣や「ことばの道案内」を

実施しています。 

また、視覚・聴覚・音声・言語機能に障害がある区民を対象に、音訳者・手話通訳者・

要約筆記者を派遣し、日常生活のコミュニケーションを支援しています。 

主な課題は次の通りです。 

 障害者が有する障害の特性に応じた意思疎通に関する合理的な配慮を、今後も継続

して実施していく必要があります。 

 障害者のコミュニケーション支援に対する区民のニーズが多様化しており、支援の

範囲について検討することが課題です。 

 

〔重点事業〕 

①手話通訳等の推進 

区主催のイベント等に手話通訳者を派遣し、障害者の意思疎通を支援しています。 

今後も障害の特性に応じた意思疎通に関する合理的な配慮を継続して実施します。 

所管課：障害者福祉課 

 

②コミュニケーション支援 

聴覚・音声・言語機能に障害がある区民に手話通訳者や要約筆記者を、視覚に障害が

ある方に音訳（代読・代筆）者を派遣し、日常生活のコミュニケーションを支援してい

ます。 

今後も「千代田区障害者の意思疎通に関する条例」を踏まえ、公平性と質の高いサー

ビスを提供します。 

所管課：障害者福祉課 
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③ことばの道案内 

区内公共施設から最寄駅間の音声案内を作成し、ＮＰＯ法人ことばの道案内が提供す

るＷeｂ「ウォーキングナビ」に掲載することにより、スマートフォン、携帯電話等の

メディアを利用したことばによる道案内を実施しています。 

今後も引き続き、新規開設施設の音声案内作成と既存施設の更新を実施し、視覚障害

のある方等の外出支援や社会参加の促進、行政情報へのアクセシビリティ向上を進めま

す。  

所管課：障害者福祉課 
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施策５ 災害時における地域の体制整備 
 

 

〔取組の方向性〕 

近年、大規模な自然災害が増え、災害時、速やかに避難することが難しい高齢者や障

害者等の災害時要配慮者の安全確保が大きな課題となっています。特に本区では、発災

直後に駆けつけられる職員の数が少ないことから、速やかな避難のためには地域の自

助・共助が欠かせません。 

また、避難後も心身のケアが必要な避難者も多くみられることから、様々な視点での

体制整備に取り組むことが必要です。 

今後も、区民の命の安全確保に向けた取組を最優先に行うとともに、過去の災害を教

訓に様々な視点での体制整備を進めます。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 日頃から防災への意識を高め、地域が一体となった避難所運営や、高齢者や障害者

等、災害時要配慮者の把握に努めましょう。（個人、地域、団体、企業等） 

○ 地域で実施する防災訓練や避難訓練に積極的に参加しましょう。（個人） 

○ 自分自身の心身の状況に応じて、災害時の支援策を活用しましょう。（個人） 
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施策５ 災害時における地域の体制整備 

（１）避難行動要支援者対策の強化 

 

〔現状と課題〕 

災害時の避難等に配慮が必要な方（高齢者や要介護者、障害者等）のうち、特に支援

を要する方を「避難行動要支援者」と位置付け、「避難行動要支援者名簿」を町会、民

生委員・児童委員、社会福祉協議会、警察・消防で共有しています。年２回名簿を更新

し、災害時等に活用する体制を構築しています。 

さらに、避難行動要支援者と町会、民生委員・児童委員に、戸別受信機や防災ラジオ

を配付し、情報伝達の迅速化を図っています。 

主な課題は次の通りです。 

 災害発生等の緊急事態に備え、防災ラジオの配付対象の見直し、避難行動要支援者

名簿の平常時からの活用を図る必要があります。 

 避難行動要支援者毎の個別避難計画の作成が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①要配慮者及び避難行動要支援者の援護体制づくり 

避難行動要支援者名簿を作成し、町会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、警察・

消防へ名簿を提供し、平常時の見守り活動や非常時の援護活動等に活用します。 

所管：災害対策・危機管理課 

 

②個別避難計画の作成 

避難行動要支援者毎に避難する場所や避難方法、避難支援者等の情報を記載した個別

避難計画の作成を進めます。作成件数の増加に向けて、ケアマネジャー等の専門職との

連携や、システム化による手続きの効率化に取り組みます。 

所管：福祉総務課 
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施策５ 災害時における地域の体制整備 

（２）幅広い団体と連携した防災対策の推進 

 

〔現状と課題〕 

昼間人口が多い地域特性を踏まえ、企業等で構成する帰宅困難者対策地域協力会の運

営を支援しています。帰宅困難者対応のリモート訓練や帰宅困難者受入施設の運営訓練

を実施する等、緊急時に備えて地域防災対策を進めています。 

区と災害時の支援協定を結んでいる大学では、災害ボランティア養成講座を実施し、

地域と大学との関係強化につながっています。 

主な課題は次の通りです。 

 首都直下型地震のような予測できない災害発生に備え、企業や大学と連携した帰宅

困難者訓練の実施が求められます。 

 より多くの大学で、災害ボランティア養成講座を開催できるよう、働きかけを行う

必要があります。 

 

〔重点事業〕 

①帰宅困難者対策 

企業等で構成する帰宅困難者対策地域協力会の運営支援、資機材購入、運営訓練等を

実施しています。 

今後も対策強化に向けて、帰宅困難者対策地域協力会同士の連携強化に取り組みます。 

所管：災害対策・危機管理課 

 

②災害時における区内大学との連携 

区と大学で災害時支援協定を結び、大学で災害ボランティア養成講座を実施してい

ます。 

今後も養成講座を実施する大学の増加に向けて、社会福祉協議会との連携強化や普

及啓発に取り組みます。 

所管：災害対策・危機管理課 
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施策５ 災害時における地域の体制整備 

（３）災害時に備えた連携体制の強化 

 

〔現状と課題〕 

社協では、災害連携ネットワーク「ちよだモデルネットワーク（ＣＭＮ）」を構成し、

災害時に円滑に連携できるよう平時から定期的に連絡会や学習会を実施する等、顔のみ

える関係づくりを進めています。あわせて、災害時に配慮を必要とする方への理解と支

援を推進していくため、災害時寄り添いサポーター養成講座を開催しています。 

区は、災害発生時に一般の避難所で避難生活をすることが難しい方を、福祉避難所で

受け入れる体制整備を進め、区内７か所の社会福祉施設と避難所開設の協定を結んでい

ます。 

また、災害医療体制について、千代田区災害医療連携会議を開催し、医療救護訓練の

定期実施、緊急医療救護所毎の開設・運営マニュアルの作成、医薬品・資機材の整備・

備蓄等を行って対策の強化を図っています。 

主な課題は次の通りです。 

 要配慮者に対応できる専門人材の確保、協力病院等と重症患者等の搬送手段の検討

と医療資機材の整備が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①福祉避難所の増加と対応力向上 

区と社会福祉施設で協定を結び、一般の避難所で生活を送ることが難しい方を受け入

れる福祉避難所の確保・整備を進めています。 

今後も発災時の対応力を高めるため、福祉避難所毎の運営マニュアル作成と防災訓練

の実施、備蓄物資の配備に取り組みます。 

所管：福祉総務課 

 

②災害医療連携の推進 

千代田区災害医療連携会議を開催し、災害医療対策の強化を図っています。 

今後も医療救護訓練を通じて関係機関と連携し、災害時の医療救護活動従事者の確保

や医薬品・医療資機材の整備に取り組みます。 

所管：千代田保健所 
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③災害ボランティアセンター事業 

災害時の支援を見据えた、平時からの地域との関係づくりや、防災、減災、共助の意

識を高めるための講座やイベント等を実施しています。 

今後も災害ボランティアのことを広く区民に周知するとともに、有事に備え、災害ボ

ランティアセンターの開設運営訓練を実施します。 

所管：千代田区社会福祉協議会 
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基本目標２  支援を必要とするすべての人を  

包み込む、360 度まるごと支援体制の構築 
 

 

 

施策１ 包括的相談支援体制の整備 
 

 

〔取組の方向性〕 

区では、これまでも地域で困りごとを抱える区民の支援のために、各分野の専門職が

中心となり、それぞれの分野で連携・支援してきました。 

しかし、町会の高齢化、マンション住民の増加等による地域の変化から、既存の制度

だけでは解決できない課題も増えてきました。 

そのため、高齢者分野で実践が蓄積されている「地域包括ケアシステム」の取組を複

数分野で展開し、地域で課題を抱えるあらゆる区民を支援する体制の整備と充実を図り

ます。 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 区民一人ひとりが地域における役割を担う意識を持ちましょう。（個人） 

○ 様々な分野の専門職の役割・機能について理解を深めましょう。（個人） 

○ 地域福祉を担うＮＰＯ法人やボランティア団体は、地域のニーズを捉えた活動に努

めるとともに、地域の支援活動に積極的に参加・協力しましょう。（地域、団体、

企業等） 

○ 近隣や身近な人と地域での福祉活動について話し合う機会を設けましょう。（地域、

団体、企業等） 
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施策１ 包括的相談支援体制の整備 

（１）早期発見、アウトリーチ体制の強化 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

令和２年区民世論調査の結果では、悩みやストレスを相談できる人が「いる」と回答

した区民は８割を超え、困った時に支援を得られるケースが多いことがうかがえます。 

その一方で、「地域との関わりがなく、自分から声を出せない人もいる」（保健福祉関

係団体・事業所調査）、「本人は困っていないが周囲からみると高リスクの人、介入して

欲しくない人もいる」（相談支援連携部会）等、ニーズと支援が噛み合わないケースが

懸念されています。 

また、「高齢化が進み、身内がいない人が心配」、「セキュリティが強固で他階へは立

ち入れず、住民同士の交流はない」、「マンションのセキュリティが高く、本人宅にたど

り着けない」等、本区独自の住宅事情により、問題が深刻になってから顕在化するケー

スが見られます。 

主な課題は次の通りです。 

 区民の約９割がマンションに暮らすという地域特性や、今後の人口増加、高齢化の

進行等を踏まえ、近隣住民や関係者等が潜在的なニーズにいち早く気づく取組と、

発見・顕在化したニーズを行政や関係機関に迅速につなぐしくみづくりが課題です。 

 

〔重点事業〕 

①地域生活コーディネーターの配置 

地域へ出向いて障害者本人や地域のニーズを把握し、施策立案に生かす等、地域で生

きていく障害者を支えていくためのしくみづくりに取り組みます。 

令和４年度より、障害者福祉センターえみふると障害者よろず相談ＭＯＦＣＡ（モフ

カ）に１名ずつ配置します。 

所管：障害者福祉課 

 

②高齢者見守り相談窓口事業 

神田地区において、高齢者のご自宅を訪問することにより、ひとり暮らし高齢者等、

孤立しがちな高齢者の生活実態を把握し、関係機関と連携した専門的な見守りを行い必

要な支援につなげています。 

令和４年度からは麹町地区にも実施範囲を拡大します。 

所管：在宅支援課 
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③スクールカウンセラー等による巡回支援 

継続的な関わりのある子どもを中心に、スクールカウンセラーや子ども家庭支援

ワーカーが区内の学校や園を定期的に訪問し、子どもの相談を受けるほか、保護者

の相談にも応じています。 

今後も継続的に心理面の支援を行うとともに、子どもと家庭に関わる総合相談や

教育相談との連携を図ります。 

 所管：児童・家庭支援センター 
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施策１ 包括的相談支援体制の整備 

（２）断らない相談窓口体制の強化 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

区では、高齢者、障害者、子どもに関する相談、地域住民の生活における困りごとや

福祉に関する相談等、地域における様々な困りごとの相談を、関係機関と連携して対応

する体制を整えています。専門的な相談は個別分野毎に総合相談の受付、相談内容に応

じた関係部署・専門機関との連携、当事者団体や各種団体とのネットワーク等の地域包

括支援体制を構築しています。 

地域から寄せられる相談の中で、権利擁護に関する相談対応は年間延べ９,０００件

（※）を超え、ボランティア活動に関する相談は例年、延べ１,２００件（※）、コーデ

ィネートは延べ７,０００件（※）を超えています。 

※新型コロナウイルス感染症の影響が大きい令和２年度を除く。 

主な課題は次の通りです。 

 本人が複数の課題を抱えるケースや、世帯単位、家族単位で複数の課題が重なるケ

ースが増えており、どこに相談したとしてもまるごと受け止め、関係機関が連携し

て支援する体制の構築が課題です。 

 

〔重点事業〕 

①包括的相談支援体制の整備 

地域課題をより身近な地域で早期に発見・対応するとともに、制度の狭間の問題や

複数分野に関係する相談への対応力を高めるため、圏域の検討や地域の活動拠点の設

置とともに、区役所内の連携体制を検討します。 

所管：福祉総務課 

 

②ひきこもりの支援の充実 

ひきこもり問題について、多くの人に関心を持ってもらい、「社会的な問題」であ

るという意識・風土の醸成を図るとともに、当事者の相談支援体制を整備します。 

所管：福祉総務課 

③子どもと家庭に関わる総合相談 

子どもやその家族を対象に、電話相談・来所相談を実施しています。子どもと家

庭に関するあらゆる相談を受け付け、世帯・家族単位の相談にも対応し、適切な支

援を行うとともに、必要に応じて専門機関やサービスにつなげていきます。 

所管：児童・家庭支援センター 



基本目標２ 支援を必要とするすべての人を包み込む、360 度まるごと支援体制の構築 

47 

〔包括的な相談支援体制〕 

千代田区における包括的相談支援体制のイメージ 
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施策１ 包括的相談支援体制の整備 

（３）多機関協働とコーディネーターの強化 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

事業所等への調査から、サービスがつながらず相談にとどまってしまうケースがある

ことや、地域ケア会議等で地域課題を拾い上げた後の検討プロセスの不明確さが指摘さ

れています。また、「年齢に応じた支援を補完する、切れ目のない相談支援」、「個人だ

けでなく、家庭・地域をみる支援体制」等が重要な視点として挙げられました。 

主な課題は次の通りです。 

 各分野相談支援体制や地域資源等を把握し、相談内容に応じて支援チームの調整を

図るコーディネーターの配置が求められています。 

 医療的ケアや特別な支援を要する子どもとその家庭、１８歳未満の介護者（ヤング

ケアラー）、虐待等のケースについて、早期支援が必要です。 

 若者支援等の制度の狭間の課題や、複合的な課題を抱える世帯の相談に対応するた

め、区の関係各課、関係機関のチームアプローチによる支援体制の整備が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の配置検討 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）は、地域で困っている人を支援するため

に、地域の人材や制度、サービス、住民の援助等を組み合わせ、新たなしくみづくりに

向けた調整やコーディネートを担う専門職です。公的なサービスだけでは解決できない

生活課題への対応を強化する役割として、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）

の配置を検討します。 

所管：福祉総務課 

 

②コーディネーターの連携強化 

福祉の各分野に配置する子育てコーディネーター、地域生活コーディネーター、生

活支援コーディネーター等が互いの活動を共有し、協働する協議体の設置等を検討し

ます。 

所管：福祉総務課 
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〔コミュニティソーシャルワーカーの役割〕 
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施策２ 地域課題解決のための体制強化 
 

 

〔取組の方向性〕 

生活に困りごとを抱えている区民の中には自ら支援を求める人もいますが、その一方

で、支援を受けずに可能な限り自分の力で状況の改善をめざす人や、支援を求めること

や相談することに抵抗感を持つ人等がいます。こうした潜在的になりがちな個別の生活

課題や地域課題を把握し、解決に向けて支援する必要があります。 

また、区の特性として、マンション居住者も多いことから、地域の活動主体の目が届

かず、生活実態がみえにくいという現状もあります。そのため、状況に応じて、相談を

待つだけではなく、困りごとを抱える区民に対して積極的なアプローチも必要です。 

今後も、区は、相談を待つだけではなく、近隣の居住者や地域の活動団体等から情報

を収集し、支援を必要とする区民の情報を的確かつ速やかに把握するとともに、当事者

が深刻な状況に陥る前に積極的にアプローチする体制の構築を進めます。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 自己の問題や、親しい人から相談された問題はひとりで抱え込まず、まずは身近な

人に相談しましょう。（個人） 

○ 日常生活や企業活動の中で、日常との変化に気づいた場合は声を掛けて様子を確認

し、必要に応じて区や関係機関に情報を提供しましょう。（個人、地域、団体、企

業等） 

○ 日頃から、地域の中でお互いに声を掛け合い、困った時は助け合える関係を築きま

しょう。（個人、地域、団体、企業等） 
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施策２ 地域課題解決のための体制強化 

（１）地域課題に取り組む体制の強化 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

高齢者分野では、区民や各種団体、企業、大学の関係者等、様々な人々が連携し、日

常生活上の支援体制や社会参加の推進を図る「生活支援体制整備事業」、多職種の専門

職が連携して高齢者の地域での生活を支援するための「地域ケア会議」等が行われてい

ます。 

生活支援体制整備事業の協議体、「ささえ愛まち会議」ではこれまで、地域の課題や

地域資源について話し合ってきましたが、区内にある豊富な地域資源を生かすべく、

協議体や生活支援のあり方を改めて検討しています。 

主な課題は次の通りです。 

 国が示している地域づくりに関する事業内容を、区の地域特性を踏まえた独自の事

業として計画し、展開を検討する必要があります。 

 企業や大学が多い区の地域特性を生かし、町会では解決できない課題に地域住民と

ともに企業や大学、昼間区民等も支援に関われるしくみを構築することが求められ

ます。 

 

〔重点事業〕 

①生活支援体制整備事業 

地域に暮らす高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、地域の生

活支援サービスを担う多様な事業主体と連携しながら、日常生活上の支援体制の充実

強化及び社会参加活動を推進します。 

所管：在宅支援課 

 

②区内大学との連携 

区と大学、専修・各種学校で基本協定を締結し、各種事業について連携協力や、区

内大学等が千代田区の様々な分野を多様な視点で調査・研究する「千代田学」の事業

において、福祉をテーマとした大学との連携の充実を図ります。 

所管：コミュニティ総務課 
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施策２ 地域課題解決のための体制強化 

（２）小地域福祉ネットワークの推進 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

社協では、全職員を地区担当として区内全６地区（１地区あたり７～８名）に配置し、

町会福祉部の立ち上げ、福祉部行事への参加や活動を支援しています。現在、町会、自

治会の約６割にあたる６６町会（令和２年度末現在）に町会福祉部が設置されており、

住民の地域福祉活動を支援し、地域住民が互いに支え合える地域づくりをめざしてい

ます。 

町会福祉部との顔のみえる関係を築く中で得られたつながりを通じて困りごと等の

把握に努め、寄せられた課題の解決に向けた連携・調整を図り、必要に応じて多機関で

協働して個別課題の解決や居場所づくり等を実施しています。 

主な課題は次の通りです。 

 町会福祉部の担い手不足に加えて、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による活

動の滞りがみられます。福祉部活動における指針の策定や、活動事例の共有等を進

めていくことが必要です。 

 ひとり暮らし高齢者が増加する中、地域で見守る体制の拡充も課題です。特に、区

民の約９割が暮らすマンションでは孤立している高齢者に支援が届きにくいとい

う課題についての対策研究が必要です。区民、学生、企業、ボランティア、ＮＰＯ

等、様々な方が協力して地域福祉活動に参加できるよう、新たな地域の支え合いの

しくみを検討する必要があります。 

 

〔重点事業〕 

①ご近所福祉活動の推進・新たな小地域福祉ネットワークの検討 

町会福祉部の設置や活動について、引き続き、支援します。 

地域のニーズ把握を進めるとともに、個別・地域課題の解決に向けた関係機関との

調整やケース会議等の連携を強化します。 

また、地域に関わる様々な方に地域福祉の担い手として活動に参加してもらえるよ

う、新たな小地域福祉ネットワークのしくみを検討します。 

所管：千代田区社会福祉協議会 
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施策２ 地域課題解決のための体制強化 

（３）個人情報保護及び共有ルールの整備 

 

〔現状と課題〕 

区民同士の共助活動を行おうとする際、個人情報保護が優先されて対象者の情報を共

有できずに共助活動に制限のかかるケースがあります。 

また、支援の必要な人を把握した際、区や関係機関と個人情報を共有できず、必要な

支援につなげることができないケースもあります。 

主な課題は次の通りです。 

 個人情報保護の例外規定も含めて、緊急時に個人情報保護を尊重するか、本人の生

命を守ることを優先するかを判断する基準、手順、事後検証に備えた記録方法等の

しくみを構築することが課題です。 

 

〔重点事業〕 

①関係者が情報を共有するしくみづくり 

地域の専門職やコーディネーターが連携する上で、ケースの個人情報を共有するため

のフォーマットを設定する等、個人情報を共有するしくみが必要です。共有が必要な個

人情報の内容や取り扱いルールを決め、共有できるよう検討を進めます。 

所管：福祉総務課 
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施策３ 権利擁護支援の体制整備 
〔成年後見制度利用促進基本計画〕 

 

〔取組の方向性〕 

一人ひとりが持つべき権利や人権が、虐待等により脅かされる問題が後を絶ちませ

ん。これらの問題は、その多くが施設や家庭内で行われるため発見が難しく、本人自ら

が助けを求めることは大変難しいのが実情です。 

今後も、区では、虐待を重大な人権侵害ととらえ、地域の区民の協力も得ながら、虐

待を受けている高齢者や障害者、子ども等の早期発見と迅速な問題解決に努めていきま

す。 

また、区民が住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けていくためには、一人

ひとりの自己選択、自己決定が尊重される必要があります。心身の機能が低下した場合

でも、一人ひとりの権利が守られ、本人の意思が尊重されるよう支援が得られるしくみ

づくりを進めます。 

さらに、判断能力の低下した方の権利を守るために成年後見制度が利用されるよう、

成年後見制度の利用支援、法人後見や区民後見人等の活用、関係機関・関係団体との連

携を強化します。 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 地域の中で、虐待や暴力を受けている可能性のある高齢者や障害者、子ども等の情

報を把握した時、また、判断能力が危ぶまれる方や気になる方を発見した場合は、

速やかに区や関係機関に連絡・相談しましょう。（個人、地域、団体、企業等） 

○ 日常生活の中でお互いを思いやり、差別や偏見のない地域づくりを進めましょう。

（地域、団体、企業等） 

○ 区や社会福祉協議で実施している、区民向け成年後見講座等の権利擁護に関する事

業やイベントを活用し、権利擁護に関することについての理解を深めましょう。（個

人） 

○ 元気なうちから自分に将来について考え、家族や身近な人に話をする機会を持ちま

しょう。（個人） 

○ 認知症や障害等により自分の意思をほかの人に伝えられない人が、自分のことは自

分で決めることができるよう、その人がどうしたいのか、本人の思いを汲み取って

支援しましょう。（個人・地域・団体・企業等） 
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施策３ 権利擁護支援の体制整備 

（１）人権と本人意思の尊重 

 

〔現状と課題〕 

虐待、いじめ、配偶者等による暴力、障害者や外国人等への差別や偏見、性自認や性

的指向への偏見、犯罪被害者や刑余者への偏見や嫌がらせ等の人権問題について、意識

啓発が必要です。 

また、高齢者、障害者、子ども、外国人をはじめとするすべての人の人間性が尊重さ

れ、心身の機能が低下した場合でも一人ひとりの権利が守られるよう、福祉制度の普及

や活用も必要です。 

さらに、認知症高齢者や精神障害者・知的障害者等、地域の中で権利擁護支援の必要

な人を早期に発見するとともに、本人の意思を尊重した支援を行うため、意思決定支援

への配慮が求められています。 

主な課題は次の通りです。 

 差別解消や権利擁護の制度について、様々な機会や手段を通じて情報発信、情報提

供を行う必要があります。 

 権利擁護を必要とする人を早期に発見するとともに、本人の意思を尊重した上で、

適切な支援につなげるしくみを整備する必要があります。 

 支援を受け入れない等、権利擁護上の課題を抱える方には、本人の意思を尊重した

支援が必要となります。介入の判断について根拠や手続きを明確にし、区としての

意思決定をするしくみづくりが求められます。 

 

〔重点事業〕 

①障害者への合理的配慮の推進 

障害者の気持ちに寄り添う障害者サポーター「ハートクルー」を養成しています。 

今後も継続して養成講座を実施することで修了者を増やし、障害者サポーター「ハー

トクルー」の認知度を高め、「心のバリアフリー」を推進していきます。 

所管：障害者福祉課 

 

②権利擁護を必要とする方への意思決定支援への配慮 

認知症等により判断能力が低下している方が、自ら意思決定できる早期の段階で今後

の生活の見通しを本人や家族、関係者と話し合い、意思決定に際し本人の意思を繰り返

し確認する等の配慮をします。 

所管：在宅支援課、障害者福祉課 
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施策３ 権利擁護支援の体制整備 

（２）虐待防止対策の推進 

 

〔現状と課題〕 

児童虐待防止対策、高齢者虐待防止対策、障害者虐待防止対策、ドメスティック・バ

イオレンス（ＤＶ）防止対策等、各分野での啓発や相談体制の充実を図るとともに、各

分野の担当者が参加する虐待等防止連絡委員会を年１、２回開催し、関係各課の連携

を図っています。 

令和元年度より、１１月１日から１２月１０日を「虐待防止強化期間」と定め、関係

各課が合同でイベントや講座等を実施し、情報発信及び啓発を行っています。 

主な課題は次の通りです。 

 子ども、障害者、高齢者等への虐待を未然に防ぐための啓発や見守りの活動ととも

に、早期発見・早期対応により速やかな支援につながる相談窓口の周知を図る必要

があります。 

 障害者虐待防止対策は、民間事業者への合理的配慮の周知をはじめ、対応職員ハン

ドブックの見直し、通報への迅速な対応と継続的な支援が課題です。 

 コロナ禍の外出自粛により、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）相談件数が増

える中、一時保護施設への入所をためらう被害者の心理的ハードルを取り払う工夫

が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①虐待等防止連絡委員会によるネットワークづくり 

 虐待等防止連絡委員会を実施し、各課の連携を図るとともに、状況に応じ適宜実務者

会議を行うことで情報を共有し、ネットワークづくりを推進します。 

所管：国際平和・男女平等人権課 

 

②児童虐待防止の推進 

「千代田っこホットライン」による 24 時間 365 日の相談受付、区民向けのリーフレ

ットによる普及啓発等、児童虐待の未然防止及び早期発見・対応に努めています。 

 今後も子どもに関する関係機関による「千代田区要保護児童対策地域協議会」を活用

して、情報共有や対応協議、講演会開催、マニュアル作成等により対応力向上を図りま

す。 

所管：児童・家庭支援センター 
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③高齢者・障害者虐待防止の推進 

区民に対する高齢者虐待防止の普及啓発活動、障害者虐待防止センターの２４時間３

６５日開設、関係機関等との連携、相談による障害者虐待の早期発見と防止を図ってい

ます。 

今後も引き続き「千代田区高齢者・障害者虐待防止推進会議」を開催し、関係専門職

による対応の確認や改善策を検討します。 

所管：高齢介護課、在宅支援課、障害者福祉課 

 

④配偶者暴力相談支援センターの設置 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）被害者に対し、相談から自立支援まで、切れ

目のない支援ができるよう、配偶者暴力相談支援センターを設置します。 

所管：国際平和・男女平等人権課、生活支援課、児童・家庭支援センター 
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施策３ 権利擁護支援の体制整備 

（３）権利擁護支援の理解促進と利用支援  

 

〔現状と課題〕 

区は、成年後見制度の利用促進のため、申立人不在の場合の区長による申立てや申立

費用及び後見人等報酬の助成を行っています。 

権利擁護に関する相談支援は、区の成年後見推進機関・ちよだ成年後見センターで実

施しており、相談件数、利用者とも増加しています。特に成年後見制度への問い合わせ

や申立てに関する相談が増えています。また、親族による申立て支援件数の増加も顕著

になっています。 

成年後見に関する団体調査の結果をみると、成年後見制度の認知度について、「よく

知っている」は金融機関が最も高く、次いで高齢者施設等が続きます。医療機関は「名

前だけ知っている」がほかの団体等に比べて高くなっています。 

近年、区や社協の相談窓口で対応するケースでは、認知症が進んでいる事案、身寄り

のない方の事案、夫婦で支援が必要な事案、複数の関係機関との連携が必要な事案が増

えています。 

主な課題は次の通りです。 

 アンケートでは、成年後見制度の内容について正しい理解や区内相談窓口が関係機

関で十分に認知されていないとの結果が得られました。 

 潜在している支援を必要とする方々に届くような事業周知等が必要です。 

 権利擁護支援が必要であっても、相談につながっていない事案も地域に潜在してい

るため、早期に発見していくことが重要です。 

 福祉サービス利用支援事業の活用や、成年後見制度への適切な移行を図るため、支

援を必要とする方々に届くような事業周知等が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①成年後見利用支援 

区内に広く成年後見制度の周知を行い、制度の利用が本人のメリットとなるよう、制

度利用の仕方から申立て支援等バックアップ体制まで、専門的判断のもと支援できるし

くみを構築していきます。 

また、支援者や専門職が制度の必要性や本人情報シート等の活用方法等を学べる環境

を整え、成年後見制度の理解促進に努めます。 

所管：福祉総務課・ちよだ成年後見センター（千代田区社会福祉協議会） 
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②権利擁護支援の利用促進 

福祉サービス利用支援事業は、認知症状がある高齢者や障害のある方が、適切な福祉

サービスを利用するための手続きや財産及び日常的な金銭管理等を支援する事業です。 

成年後見制度に至る前の段階として、日常生活を安全安心に過ごすために本人と契約

し支援します。利用状況に応じて成年後見制度の利用へ移行が必要な場合は、本人の意

思を尊重しながら適切な支援を行います。 

所管：ちよだ成年後見センター（千代田区社会福祉協議会） 

 

③権利擁護に関する理解促進事業 

関係機関との共同による講演会や相談会をはじめ、地域に出向いて権利擁護に関する

事業の説明会や講座等を実施します。 

また、元気なうちから将来に備えて考えるきっかけとするための「私の歩みノート（ち

よだ版エンディングノート）」や成年後見制度を身近に感じてもらえるような手引き等

を発行し、日々の生活や人生において、自らの意思により、選択・決定ができるよう支

援の充実を図ります。 

所管：ちよだ成年後見センター（千代田区社会福祉協議会） 
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施策３ 権利擁護支援の体制整備 

（４）権利擁護ネットワークの推進  

 

〔現状と課題〕 

認知症高齢者等の増加に伴い、成年後見制度等の権利擁護支援を必要とする人の増加

が見込まれます。その中には、支援が必要なのに自らＳＯＳの声を上げることができな

い方もいます。また、抱える悩みや課題も多岐にわたる場合があります。 

身近な地域でこうした方々の存在に気づき、早い段階で支援につなげるために、様々

な関係機関と地域住民が連携した支援が必要です。 

また、支援につながった後も、本人や支援者を関係機関や地域でフォローする体制を

整備する必要があります。 

主な課題は次の通りです。 

 本人の意思決定を支援していくために、関係団体等が連携し、チームで支援をして

いくためのしくみづくりを進めていく必要があります。 

 権利擁護人材として地域生活支援員や区民後見人等の増員、必要に応じて成年後見

制度等適切な支援につなげることが必要です。 

 成年後見制度等利用開始後の被後見人及び後見人等への相談・支援の充実が求めら

れています。 

 

〔重点事業〕 

①権利擁護ネットワークに関する協議体の整備 

身近な地域で関係者が連携して支援を必要としている方を適切な制度につなげ、一人

ひとりにふさわしい成年後見人等とのマッチングを行える体制の整備に向け、検討を進

めます。あわせて、中核機関のあり方や位置付けについても検討します。 

所管：福祉総務課 

 

②法人後見事業 

住民同士の「互助」の良さを生かした区民後見人等の受任の強化、その後見等監督人

の受任を行うとともに、本人の状態を踏まえ、多職種による視点で適切な候補者が検討

できるしくみづくりに取り組みます。 

所管：ちよだ成年後見センター（千代田区社会福祉協議会） 
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③権利擁護人材の育成 

地域全体で権利擁護支援の体制を充実させるべく、区民後見人、法人後見協力員、地

域生活支援員（福祉サービス利用支援事業)等の権利擁護人材の育成を進めるとともに、

区民後見人等の後見活動をバックアップする体制を強化します。 

所管：ちよだ成年後見センター（千代田区社会福祉協議会） 
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施策４ 福祉サービス事業者の活動支援 
 

〔取組の方向性〕 

要介護認定者や認知症高齢者、障害者、乳幼児等を対象にした福祉サービスは年々充

実し、支援の対象や内容も拡大しています。また、福祉サービスを提供する事業者も増

加する中で、引き続き良質な福祉サービスの安定的な確保に努める必要があります。そ

の一方で、介護報酬の見直しや福祉人材の確保等、福祉サービスを取り巻く環境は依然

として厳しい状況となっています。 

今後も、多様な経営主体の参入を促すための支援策を講じ、サービスの量と質の確保

を図り、サービス利用者の選択肢を広げていきます。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ サービスを選択する時は、ホームページ等で公表されている第三者評価を参考にす

ることや、周囲からのアドバイスを受ける等、自ら情報を収集しましょう。（個人） 

○ 地域で活動する団体は、区と協働して、地域のニーズや課題解決に対応した活動や

福祉サービスを提供しましょう。（地域、団体、企業等） 

○ 福祉サービス事業者は、サービス評価制度を受審することにより、サービス事業者

としての質を高めましょう。（地域、団体、企業等） 
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施策４ 福祉サービス事業者の活動支援 

（１）福祉サービス事業運営の支援 

 

〔現状と課題〕 

保健福祉関係団体・事業所調査の結果では、区の地域福祉施策で団体等が課題及び解

決策を最も多く挙げた施策は「福祉の担い手づくり・人材育成」です。 

〔保健福祉関係団体・事業所調査で寄せられた具体的な意見〕 

・コロナ禍による介護職の減少、訪問介護員足。 

・区内の福祉事業所すべてで「採用」自体に苦慮。入口(採用)のサポート体制を望む。 

・地域貢献に取り組む新任者への研修や表彰等、離職防止のためのサポート。 

・千代田区で働くメリットや特典のための予算確保。福祉職員の待遇改善。 

 

福祉サービス事業運営の支援として、介護保険施設、福祉サービス施設を対象に雇用

の経費助成、勤続表彰による人材確保・定着・育成を支援しています。特に職員の確保

については、採用にあたって介護・福祉のしごと相談・面接会の開催、福祉施設等が職

員を雇用する場合の借上住宅の補助、保育従事職員の宿舎借り上げ補助に独自加算を行

う等の支援を行っています。 

主な課題は次の通りです。 

 特に、人口増加と少子高齢化に伴い、保育、障害福祉、介護等にかかるニーズの高

まりが予想される一方、全国的に人材の確保が厳しく、サービス事業所の人材不足

は大きな課題です。 

 サービス事業所からの意見が多く寄せられている「職員の採用」や「離職防止対策」

に対する効果的な事業が求められています。 

 

〔重点事業〕 

①介護保険施設等人材確保・定着・育成支援 

区内の介護施設等事業者を対象に、派遣職員の雇用、人材紹介会社を利用した正規

職員の雇用、区内で借上住宅を確保する取組等に対する費用補助を行います。 

所管：高齢介護課 

 



基本目標２ 支援を必要とするすべての人を包み込む、360 度まるごと支援体制の構築 
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施策４ 福祉サービス事業者の活動支援 

（２）福祉サービスの質の向上 

 

〔現状と課題〕 

サービスの向上支援として、介護サービス推進協議会（年４回）を通じて福祉サービ

ス従事者のレベルアップを図っています。 

平成２８年１月にかがやきプラザで研修センター事業を開始し、介護・福祉サービス

等従事者研修、多職種協働研修等を実施しています。 

このほか、福祉サービス第三者評価の受審費用の助成、苦情申立てに公正な第三者の

立場で調査するオンブズパーソンの運用を通じて、福祉サービスの質の向上を支援して

います。 

主な課題は次の通りです。 

 福祉サービスを適切に提供する事業環境づくりに向けて、関係機関との協議会の充

実、業務時間に配慮した研修方法の工夫等が必要です。 

 区全体の福祉サービスの質の維持・向上を図るため、東京都福祉サービス第三者評

価の定期的な受診勧奨、オンブズパーソン制度の周知が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①介護サービス従事者のレベルアップ（介護サービス推進協議会） 

介護サービス推進協議会を開催し、業種別検討会等を引き続き開催し、介護サービス

従事者のレベルアップを図ります。 

所管：高齢介護課 

 

②かがやきプラザ研修センター 

かがやきプラザの人材育成・研修拠点として、介護・福祉・医療サービス等従事者の

研修、家族介護者向け研修や高齢者を支えるボランティア養成等の研修事業を行います。 

所管：在宅支援課、千代田区社会福祉協議会 

 

  



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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基本目標３ 地域に参加し、活躍する、 

福祉の多様な担い手づくり 
 

 

施策１ 区民同士の共助関係の構築と充実 
 

 

〔取組の方向性〕 

居住期間や居住形態に関わらず、積極的に地域活動に参加する人がいる一方で、個人

のプライバシーを重視する人も見受けられます。日頃から地域での支え合いや助け合い

の共助関係を築いておくことが大切です。 

今後も、区は、地域での区民同士の助け合いの体制（共助関係）づくりを支援します。 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 地域での共助関係を築くために、地域で開催されるイベント・行事等に参加しまし

ょう。（個人） 

○ 可能な範囲で地域での見守りネットワークの一員になりましょう。（個人） 

○ 地域の中で孤立している人がいたら、どのように関わっていくべきか、地域で考え

ましょう。（地域、団体、企業等） 

 

 

 

 

 

 



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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施策１ 区民同士の共助関係の構築と充実 

（１）見守り活動の充実 

 

〔現状と課題〕 

ひとり暮らし高齢者等の暮らしを見守るため、千代田区安心生活見守り台帳を整備し

ています。この台帳は、本人の同意を得て避難行動要支援者名簿として活用し、警察・

消防・町会・民生委員・児童委員・社会福祉協議会と共有しています。令和３年３月末

現在、高齢者の約半数にあたる６,２３６人が登録しています。 

主な課題は次の通りです。 

 ひとり暮らし高齢者の見守りは、「安心生活見守り隊」として区民や事業者の連携

を図りながら実施していますが、マンションに暮らす高齢者の増加や、自分のこと

を他人に知られたくない方への対応が課題となっています。 

 

〔重点事業〕 

①ひとり暮らし高齢者等安心生活支援 

ひとり暮らし高齢者等を対象にした千代田区安心生活見守り台帳の作成と更新を行

っています。今後、見守り体制の構築に向けて、見守り台帳のさらなる活用方法を検討

します。 

所管：在宅支援課 

 

②子育て応援！！見守り隊～みんなで応援！！千代田っこ～ 

昼間人口が多い区の特長を生かし、地域の身近な企業や店等に協力を得て、子育

て世帯への日頃の見守りや声かけを実施し、子育て世代の地域での孤立防止に取り

組みます。 

所管：児童・家庭支援センター 
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施策１ 区民同士の共助関係の構築と充実 

（２）相互援助活動の活性化 

 

〔現状と課題〕 

区内では、様々な住民参加のたすけあい活動が行われています。 

家事支援サービス（ふたばサービス）と、会員同士で子育てを支え合うファミリー・

サポート・センターは依頼会員と支援会員数が年々増加しており、区民同士の共助の輪

が広がっています（ともに千代田区社会福祉協議会が運営実施）。 

また、高齢者が区内で行ったボランティア活動にポイントを付与する介護保険サポー

ターポイント制度を通して、高齢者の社会参加や生きがいづくりを支援しています。 

主な課題は次の通りです。 

 在勤者や在学者が空いた時間等を活用し、区民のちょっとした困りごと支援の活

動が迅速かつ便利にできるようなマッチングアプリの導入や、支援の受け手ととら

えられがちな高齢者、障害者、子ども等が担い手として支え合い活動に参加できる

しくみづくり等の検討も進める必要があります。 

 要支援家庭や障害児の保育等の困難ケースの増加、子育て世代の居場所が不足す

る中、ファミリー・サポート・センターで恒常的に不足している支援会員の確保、

支援会員へのフォロー等も状況をみながら検討することも必要になります。 

 

〔重点事業〕 

①住民参加のたすけあい家事支援サービス（ふたばサービス） 

住民参加のたすけあい家事支援サービス（ふたばサービス）は、日常生活に支援を必

要とする方の多様な困りごとに対応しています。 

今後も事業周知を図るとともに、在勤者や在学者が気軽に地域の困りごと解決の協

力ができるようなしくみづくりを検討し、支援会員を増強します。 

所管： 千代田区社会福祉協議会 



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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施策２ 地域福祉活動への参加促進と団体支援 
 

 

〔取組の方向性〕 

区内における地域福祉活動は、町会や社会福祉協議会、ＮＰＯ法人、ボランティア団

体等によって活発に行われていますが、活動する人の輪を思うように広げられていない

現状があります。また、近年、マンション等集合住宅が増加する中、居住者の中には地

域とのつながりを望まない人もおり、地域福祉活動の担い手の数は伸び悩んでいます。 

健康や経済問題、介護疲れや人間関係から感じる生きづらさを抱える人が増加してい

ることを考えると、近い存在としての区民がお互いの弱さを共有し、支え合うことで、

生活上の不安を少なくしていくことも必要です。 

地域では、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、

シルバー人材センター等が、それぞれの目的に沿って活動しています。しかし、構成メ

ンバーの高齢化や人材不足等により、活動に影響が出始めています。 

そのため、地域福祉活動を行う主体が安定した活動を行えるよう、様々な面において

支援し、活動のさらなる活性化を図ります。 

 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 近隣や身近な人と地域での福祉活動について話し合ってみましょう。（個人、地域、

団体、企業等） 

○ 地域福祉活動に興味を持ったときは、身近な活動から参加してみましょう。（個人） 

○ 持っている知識・技術・資格等を、地域で生かしましょう。（個人） 

○ 学生や企業に勤める方も、地域の一員として、できる範囲で地域活動に参加しまし

ょう。（個人） 

○ 持っている知識や技術を、活動の場に生かしましょう。（個人） 

○ 地域の中にある大学や企業に、地域イベント等への参加を呼び掛けましょう。（地

域、団体、企業等） 

 

 

 

  



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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施策２ 地域福祉活動への参加促進と団体支援 

（１）ボランティア活動の環境整備 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

本区では、社会福祉協議会を中心に福祉ボランティア活動の環境づくりを進めていま

す。 

〔主な取組〕 

◇ちよだボランティアセンターの運営    ◇個人ボランティア登録制度 

◇災害発生時に備えるボランティア活動  ◇企業や大学が集積する強みを生かす取組 

◇国際交流・協力ボランティアバンク(地域振興部 国際平和・男女平等人権課) 

 

令和２年区民世論調査の地域活動に関する結果では、「既存の地域活動には参加しな

いが、ゆるやかなつながりや関心のある“コミュニティ”になら参加する」という意識

がみられます。 

主な課題は次の通りです。 

 ボランティアの高齢化、依頼の内容に対応できるボランティア人材の不足、オン

ライン活動のハードルの高さ等が参画のハードルになっています。 

 首都の中心地である千代田区は、日本有数の地域資源を有する地域です。この地域

特性を生かした地域課題の解決を模索する必要があります。 

 区民世論調査結果から推察される「ゆるやかなつながりや関心のある“コミュニテ

ィ”になら参加する」という区民意識を踏まえ、気軽に参加してもらい、継続でき

る工夫や、福祉分野以外で活動している団体と地域活動・団体等との交流の活性

化等の取組が必要です。 

 

〔重点事業〕 

①ボランティアの養成・活動助成（ちよだボランティアセンター） 

社協では、既存の制度やサービスでは対応が難しい区民をボランティア活動でサポー

トできるよう、個人ボランティア登録制度を実施するとともに、地域福祉活動を行う区

内の非営利団体に助成し、区内でのボランティア活動を促進します。 

所管：千代田区社会福祉協議会 

 

 

 

 



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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②企業・大学等のボランティア活動推進（ちよだボランティアセンター） 

社会貢献活動に関心のある区内企業の連携を目的にした「ちよだ企業ボランティア連

絡会」、企業や在勤者が地域のボランティアグループや福祉施設等とつながりを持ち、

活動する「ちよだボランティアクラブ」、区内大学のボランティアサークル同士の交流

や大学ボランティアサークルネットワークの構築等、様々な主体の活動を支援します。 

所管：千代田区社会福祉協議会 

 

 

 



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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施策２ 地域福祉活動への参加促進と団体支援 

（２）地域、団体等の活動支援 ★重層的支援体制整備事業 

 

〔現状と課題〕 

（地域活動、団体活動） 

区民主体の地域活動の中心である町会、自治会は１０９団体、長寿会（老人クラブ）

は６団体です（令和２年度末現在）。また、地域福祉活動の中核的な役割を担う社会福

祉協議会、地域福祉活動に不可欠な存在である民生委員・児童委員、高年齢者の社会参

加を後押しするシルバー人材センターがあります。 

各団体には事業活動助成等を通じて積極的な組織活動を支援しています。 

保健福祉関係団体・事業所調査によると、「町会・自治会」、「社会福祉協議会」、

「小学校」をはじめ、様々な団体と「普段からの交流」や「イベント、研修、教室等の

活動や事業の相互連携」等を希望しています。こうした希望を後押しすることにより、

新たな活動の広がりや人材育成につながります。 

図表 コミュニティに関する区の事業（令和３年度） 

事業名（令和２年度現在） 概要 

地域コミュニティ活性化事業 
地域が自ら企画、実施する地域全体の規模で行うイベント等

を支援 

コミュニティ活動事業助成 
地域自らが実施する、区民、昼間区民等誰もが参加できる比

較的小規模なコミュニティ事業を支援 

ちよだマンション・カフェの開催、 

マンション地域生活協力員の配置 

民生委員・児童委員と協力してマンションに居住する高齢者

等の生活を支援 

地域コミュニティ醸成支援事業 
マンション居住者同士及び地域とマンションとの交流促進を支

援 

 

主な課題は次の通りです。 

 地域活動と団体等の活動は地域福祉で重要な役割を担っていますが、高齢化や核

家族化、地域活動に対する意識の変化により、どの団体も会員数や担い手の不足

がますます深刻になっています。 

 町会未加入世帯やマンションの増加で地域とつながりを持たない区民が増えると

思われる中、地域のつながりをどのように築いていくかが大きな課題です。 

 

  



基本目標３ 地域に参加し、活躍する、福祉の多様な担い手づくり 
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（マンションコミュニティ） 

マンションでのコミュニティ活動の支援、活動の場の確保、イベントを通じた参加者

同士の交流を図るため、年５回程度（※）、マンション・コミュニティ・ゼミを開催し

ています。    ※新型コロナウイルス感染症の影響が大きい令和元年度末～令和２年度を除く。 

また、まちみらい千代田ではマンション連絡会を定期的に開催し、まちみらい千代田

や本区、そのほかの関係団体からの情報提供、会員同士の意見・情報交換を行っていま

す。 

マンションコミュニティに関する調査によると、マンションの住民が地域と一緒に

「町会等の行事・イベント」や「防災訓練」等の活動を希望する声もあります。一方、

「セキュリティが強固でマンションの住民同士の交流はない」というマンションもあり

ます。 

主な課題は次の通りです。 

 マンション居住者の住所異動率の高さ、マンションのセキュリティロックによる

アプローチの難しさがある中、マンション連絡会員数の増加、在宅支援課が実施

する高齢者安心生活見守り隊等の活用、担い手が不足している「マンション地域生

活協力員」との連携が課題です。 

 マンションで孤立している高齢者に支援が届きにくいため、マンション管理組合

等との意見交換の機会を増やしながら、マンション居住者と地域に共通するテー

マの活動（例 防災、生活安全）を通じたつながる機会の創出を検討していくこと

も必要です。 

 

〔重点事業〕 

①マンション連絡会との連携 

マンション連絡会では、まちみらい千代田や区からの情報提供、会員間の情報交換を

実施しています。 

マンション住民が約９割となっている区内の状況にかんがみ、今後連携を深めていき

ます。 

所管：コミュニティ総務課、まちみらい千代田 

 

②マンション地域生活協力員 

マンション内で地域情報の周知やひとり暮らし高齢者世帯等の見守り活動を行う「マ

ンション地域生活協力員」をマンション居住者の中から任命・配置しています。「高齢

者安心生活見守り隊」の取組状況等を見据えて事業の見直しを検討します。 

所管：福祉総務課 
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施策３ 学び合いによる福祉の推進 
 

 

〔取組の方向性〕 

地域には様々な人が生活し、活動しています。これらの多様な人々と区民が幼少期か

らふれあい、ともに過ごすことで、豊かな人格形成と助け合いの意識を醸成することに

つながります。高齢者や障害者等との交流を促進し、ともに学ぶ機会の創出や、保育所

や幼稚園、小・中学校の各段階において、福祉教育や多様性を認め合う教育を継続的に

実施します。 

また、多くの区民が福祉施策について知り、地域活動に参加するためには、区や活動

主体からの情報発信が重要です。 

今後も、様々な機会を通じて区民に向けた適切な情報提供を行っていきます。 

 

 

〔個人、地域、団体、企業等にできること〕 

○ 区や社会福祉協議会等が実施する講座や講習会等に積極的に参加し、地域福祉への

理解を深めましょう。（個人） 

○ 家庭や地域、関係団体等が連携し、地域全体で子育てを応援しましょう。（地域、

団体、企業等） 

○ 日頃から、地域の中で積極的に挨拶を交わす等、お互いに声を掛け合い、困った時

は助け合える関係を築きましょう。（地域、団体、企業等） 

○ 町会や地域活動にも目を向け、自らも地域情報を収集しましょう。（個人） 

○ 高齢者や障害者、子ども等に関する支援制度について、お互いに知っている情報や

知識等を地域で情報交換しましょう。（個人・地域） 

○ 地域活動主体が発行する地域情報誌を配付し、地域に関する情報提供を行いましょ

う。（地域、団体、企業等） 

○ 日常的な活動の中で心配な人がいたら、適切な相談窓口へつなぎましょう。（地域、

団体、企業等） 
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施策３ 学び合いによる福祉の推進 

（１）福祉の情報発信 

 

〔現状と課題〕 

必要な情報を誰もが容易に入手できるようにするには、様々な人の状況に応じた情報

提供が必要です。区のホームページや刊行物は、情報のアクセシビリティに配慮してい

ます。 

区のホームページは音声読み上げ機能があり、文字の色・大きさを変えられます。広

報千代田には、音声版・点字版を用意、障害者福祉のしおりは音声コードやカラーユニ

バーサルデザインを取り入れるとともに「大活字版」を作成しています。 

主な課題は次の通りです。 

 “情報弱者”とも呼ばれる障害者、高齢者、外国人等に情報を的確に提供するため、

様々な媒体の活用、関係機関を通じた情報発信の強化が必要です。 

 情報の即時性や拡散性の高いＳＮＳ（＊）の積極的な活用や、デジタル技術を生か

す双方向情報ツールの導入等の検討も必要です。 

 若者がＳＮＳや映像に慣れ親しんでいることへの配慮も必要です。 

 

〔重点事業〕 

①ユニバーサルデザインを取り入れた情報発信 

障害の状況、外国人、世代による情報へのアクセスの仕方に配慮し、多様な情報提供

手段を整備し、技術の動向をとらえた方法を検討します。 

区ホームページで公開されているバリアフリーマップも、今後はカラーユニバーサル

デザインを取り入れ、更新する予定です。 

所管：福祉総務課・障害者福祉課・広報広聴課 
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施策３ 学び合いによる福祉の推進 

（２）福祉教育 

 

〔現状と課題〕 

地域で暮らす皆が安心して暮らせる、支え合いのある地域づくりを進めるために、地

域の課題を自分ごととしてとらえ、自ら行動を起こすことができるよう、福祉教育や意

識啓発が求められます。 

区では、特色ある教育活動、学校・幼稚園・こども園における国際教育、指導課訪問、

人権教育等を通じて取組を進めています。 

主な課題は次の通りです。 

 世代等に関わらず、街なかでの不便さを感じている人々のことを理解し、互いに助

け合うことができる地域づくりが求められています。 

 幼少期の福祉教育では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で地域とつながる実

体験の機会が減少したため、オンライン環境等を活用しながら各種事業の目的に合

わせた計画の実施が課題です。 

 地域で活動する人や団体と協働し、高齢者や障害者等交流する機会を設ける等、多

様性を認め合う体験を増やす取組が求められています。 

 

〔重点事業〕 

①特色ある教育活動 

法人や企業、教育機関が集積する区の特性を生かし、学校・園に地域の人材や専門

家等を指導者として迎えて学習・活動内容の充実を図っています。 

この活動の中で、福祉体験や当事者との交流、ユニバーサルデザインの学習等を実施

します。 

所管：指導課 

 

②ちよだ生涯学習カレッジ 

学びで人と地域をつなぎ、グローバルとローカル、社会と個人の交流の場となるこ

とをめざし、学びを地域に還元し、社会貢献に積極的な人材をサポートします。 

所管：生涯学習・スポーツ課 

 


